
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年度 

千葉市食品衛生監視指導計画に 

基づく監視指導結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉市保健福祉局健康部  



１ 

 

１ はじめに 

千葉市では、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、市民の健康保護を図るため、平

成１６年度から「千葉市食品衛生監視指導計画」を策定し、計画に基づく飲食店や食品製造施設、

食鳥処理施設などの立入検査を行うほか、市内に流通する食品等※１の試験検査を行っています。 

平成２８年度は、従来から実施している飲食店、食品製造施設などの監視指導や病原微生物、

残留農薬、食品添加物など食品等の試験検査について継続的に取り組み、食の安全性の確保に努

めました。また、平成２３年度から実施している食品の放射性物質検査についても、市内を流通

する食品に対する検査を引き続き行いました。これらの結果は、市のホームページでも公開して

います。 

※１ 食品・添加物・器具及び容器包装をいいます。 

 

２ 監視指導の結果 

（１）２８年度の結果 

飲食店などの食品営業許可を要する施設及び食品販売店や給食施設などの食品営業許可を要

しない施設の合計 26,758 施設に対して、延べ 22,862 件の監視指導を実施しました。その結

果、食品衛生法違反による処分や、施設等の不備事項の指導を表１のとおり実施しました。 

なお、業種別の詳細については、別添１をご覧ください。 

表１ 監視指導結果総括表 
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総数 26,758 22,862 0 0 ３ 0 0 42 16    1270 

食品営業許可を

要する施設 
15,617 10,112 0 0 ３ 0 0 42 15 1173 

食品営業許可を

要しない施設 
11,141 12,750 0 0 0 0 0 0 1 97 

 

（２）重点的に監視指導を実施した施設 

ア 食品の取扱量や健康被害が起こったときの影響の大きさなどを考慮し、監視指導計画に基づ

き、表 2 のとおり重点監視指導施設に対して年１回以上の立入り検査を行い、従事者の衛生管

理、施設の衛生管理、食品の取扱状況、食品の表示などを点検し、重点的な監視指導を行いま

した。 

 

 

 

 

http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/kenkou/seikatsueisei/documents/h28kekkabetten1.pdf
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表２ 重点監視指導施設 

対  象  施  設 予定件数 実施件数 

食品製造施設 
（パン・菓子などの製造工場、牛乳・乳製品の製造工場、ハム・
ソーセージなどの食肉製品の製造工場、弁当の製造工場など） 

412 265 

大規模食品取扱施設 
（日常的に広く市民が利用するデパート、スーパーマーケット内
で食肉、魚介類、そうざいなどを調理、販売する施設など） 

1,140 1,188 

地方卸売市場内施設 
（魚介類、野菜類など生鮮食料品を卸売する施設） 

4,672 5,133 

大規模食鳥処理場 

（養鶏場で育てられた鶏などを食肉に処理・加工する施設） 
41 45 

給食施設 
（大量に同一メニューを調理する学校給食センター、病院など） 

281 337 

ふぐ営業認証施設※ 

（飲食店でふぐ料理を提供する施設など） 
85 77 

生食用食肉取扱施設及び牛の肝臓（レバー）取扱施設 

（飲食店等で生食用食肉（牛の肉（内臓肉を除く））及び牛の肝
臓（レバー）を加工・調理・提供する施設など） 

247 208 

※ ふぐ営業認証施設とは、千葉県の条例に基づき保健所長の営業認証を受けた施設のことをいい、こ

の営業認証を受けなければ千葉県内でふぐの処理はできません。 

 

イ 多数の来場者が予測され、多数の食品取扱施設が出店する大規模イベント（レッドブルエ

アレース千葉２０１６、幕張ビーチ花火フェスタ２０１６、千葉の親子三代夏祭りなど）の

食品取扱施設に立入を実施し、施設の基準の遵守及び食品取扱い状況の確認を行いました。 

 

ウ 大規模食鳥処理場（１施設）では、監視指導のほか、平成２８年度は 6,810,702 羽の食

鳥検査を実施し、疾病等により 114,766 羽を全部廃棄処分し、8,474 羽を一部廃棄処分と

しました（表３）。 

表 3 大規模食鳥処理場における食鳥検査結果 

検査羽数 全部廃棄処分 一部廃棄処分 

6,810,702 羽 114,766 羽 8,474 羽 

  

  



３ 

 

３ 食品等の試験検査 

（１）食品等の規格基準の検査 

市内を流通する鮮魚介類、野菜果実、加工食品など 547 検体について、食中毒菌などの微生

物、食品添加物、残留農薬など、21,577 項目の検査を実施し、食品衛生法に違反する食品は

確認されませんでした。 

また、味や臭いがおかしい、食べたら舌がしびれたなど、消費者が疑問を感じ保健所に持ち

込んだ食品１９検体について、有機リン系農薬や微生物検査など 370項目の検査を実施し、食

品衛生法違反となる食品は確認されませんでした。検査結果については別添２をご覧ください。 

（２）放射性物質対策 

市内を流通する食品の放射性物質検査を実施しました。 

スーパーや地方卸売市場等から、市内に流通する食品250検体を検査したところ、基準値（表４）

を超過する食品はありませんでした。 

なお、放射性物質の検査結果は、市ホームページで随時公表しています。 

【千葉市内の流通食品の放射性物質検査結果】 

http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/kenkou/seikatsueisei/24kennsakekka.html 

（参考）表 4 放射性物質の基準値（放射性セシウム）の基準値 

食品の区分 基準値（ベクレル／kg） 

一般食品 100 

乳児用食品 50 

牛乳 50 

飲料水 10 

 

 

４ 食中毒防止対策の実施 

  食中毒の発生を未然に防ぐため、表 5のとおり対策を講じました。 

表５ 食中毒防止対策 
対策の名称 主な内容 

食品衛生
夏期対策
期間 

食品、添加物等の夏期一斉取締り 
7 月 1 日から 8 月 15日まで 

○厚生労働省及び消費者庁が示す方針に 
基づき監視指導を重点的に実施 

食中毒予防強調月間 
8 月 1 日から 8 月 31日まで 

○食中毒予防パレードの実施 
○大規模調理施設の監視指導など 

その他 
6 月 1 日から 9 月 30日まで 

○衛生教育の強化 
○食中毒予防について市政だより、ホーム
ページを利用した広報を実施 

食中毒注意報、警報の発令 
１ 食中毒注意報  

7 月 4 日から 9 月 30日まで 
２ 食中毒警報   

8 月 5 日から 9 月 30日まで 

○市関係施設に対する注意喚起など（千葉
県と連携） 

食鳥処理場清掃強調週間 
7 月 25 日から 7 月 30 日まで 

○施設等の清掃、整備及び改善を指導 

食品、添加物等の年末一斉取締り 
1２月 1 日から 12 月 2８日まで 

○厚生労働省及び消費者庁が示す方針に 
基づき監視指導を重点的に実施 

http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/kenkou/seikatsueisei/documents/h28kekkabetten2.pdf
http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/kenkou/seikatsueisei/24kennsakekka.html


４ 

 

（１）食品衛生夏期対策期間 

ア 夏期における食品等の一斉取締り（７月１日～８月１５日） 

   食中毒等の飲食に起因する事故が発生しやすい夏期に、厚生労働省及び消費者庁が示す方針

に基づき、夏期一斉取締り期間として、食品の衛生的な取扱いや適正表示等に関する監視指導

及び食品等の収去検査を実施しました。 

イ 食中毒予防強調月間（８月１日～８月３１日） 

厚生労働省からの通知に基づき、食品衛生管理の徹底とリスクコミュニケーションへの取

組みを充実させることを目的に、期間中、大規模食品取扱施設の監視指導の強化、市政だよ

りを用いた食中毒予防の普及啓発（８月１日号）、食中毒予防パレードの実施（８月４日）、

リーフレットの配布、などを実施しました。 

 

（２）食中毒注意報及び食中毒警報 

千葉県や市関係機関と連携して、夏期における食中毒の多発が予想される時期に、食中毒注

意報を発令しました。食中毒注意報発令後も、特に気温の高い日が連続した場合には、さらに

食中毒の危険性が高いとして食中毒警報を発令し、食品関係営業者及び市民に対して注意喚起

を行いました。 

食中毒注意報の発令期間（７月４日から 9月 30 日まで） 

食中毒警報の発令期間（８月５日から 9 月 30日まで） 

 

（３）食鳥処理場清掃強調週間 

7 月 25 日から 7 月 30 日を期間とし、食鳥検査や収去検査に加え、糞や羽毛の処理、悪臭

の発生防止、ハエ、ねずみ等の衛生害虫の駆除、施設の整備や補修など、食鳥肉の衛生的な

取扱いや施設の衛生管理に関する監視指導を強化し、食肉に起因する食中毒事故の防止を図り

ました。 

 

（４）食品、添加物等の年末一斉取締り 

多品目の食品が短期間に流通する年末に、厚生労働省及び消費者庁が示す方針に基づき、

１２月１日から１２月２８日までの間を年末一斉取締り期間として、食品の衛生的な取扱いや

適正表示等に関する監視指導及び食品等の収去検査を実施しました。 

 
 
５ 食中毒等健康危害発生時の対応 

食中毒の発生を探知した場合には、保健所が迅速かつ的確に原因究明調査等を行います。 

その結果、食中毒の原因施設を特定した場合には、営業の停止等行政処分を行うとともに、処

分期間に、施設の消毒や営業者等に対して衛生教育を実施するなど、再発防止に努めました。 

平成２8 年度は、表６のとおり３件（患者数 21 人）の食中毒が発生し、食中毒の原因施設へ

は、営業停止の行政処分を行い、報道機関へ公表するとともに、市ホームページ上に掲載し、市

民及び食品等事業者への注意喚起に努めました。 

  

http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/kenkou/seikatsueisei/28kakiissei.html
http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/kenkou/seikatsueisei/28nennmatsuissei.html
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表６ 食中毒発生状況（行政処分順） 

 
発生月日 

患者数 
（死亡者） 

原因食品 病因物質 原因施設 措置等 

１ ４月 12 日 
11 

（０） 
盛り合わせサラダ サルモネラ属菌 飲食店営業 

営業停止 
3 日間 

２ 5 月 30 日 
5 

（０） 
不明 ノロウイルス 飲食店営業 

営業停止 
3 日間 

３ 1 月 2 日 
5 

（０） 
不明 カンピロバクター 飲食店営業 

使用停止 
3 日間 

合計３件 
21 

（０）  

 

 

６ 市民、食品等事業者との情報及び意見の交換 

講習会等を実施するほか、市ホームページに食品衛生情報を掲載し、市民等に対する情報提供

に努めました。 

（１）講習会 

   食品等事業者や消費者等に対して講習会を延べ 74 回 3,561 人に対して実施し（表７）、食

品衛生に関する情報提供や知識の普及啓発を行いました。 

   食品等事業者に対しては、施設への立入検査時に指導を行い、HACCP（危害分析重要管理点）

の概念の普及啓発、記録の作成や製品の自主検査の実施など、自主的衛生管理体制の確立の推

進に努めました。 

   表７ 講習会内訳 

 回数 受講者数 

食品等事業者 69  3,417 

消費者 3  64 

その他  2  80 

合計※ 7４ 3,561 

※ 合計には、千葉市政出前講座 ３回 ６４人を含みます。 

 

（２）意見交換等 

平成２９年１月１日から２月７日まで、平成２9 年度の食品衛生監視指導計画（案）につい

てのパブリックコメント手続※２を実施しました。 

また、平成 29 年 2 月 1 日には、リスクコミュニケーション※３として市民及び食品等事業者

を対象に「食の安全に関する講演会」及び「意見交換会」を開催しました。 

※２ パブリックコメント手続とは、市の重要な政策の決定の過程において、当該施策の案を公表し、

広く市民からの意見の提出を求め、その意見を考慮して意思決定を行うとともに、当該意見に対す

る考え方を公表する手段をいいます。 

※３ リスクコミュニケーションとは、消費者、事業者、行政担当者等のリスクに関係する人々の間で

情報や意見を交換することをいいます。ホームページを通じた情報発信などの一方向的なものも広

い意味でのリスクコミュニケーションに関する取組みに含まれています。 

   

  



６ 

 

ア パブリックコメント手続きの結果、12件の意見が寄せられました（表８）。 

表８ パブリックコメント手続で寄せられた意見件数 

項 目 件数 

計画総論に関すること  2件  

食品等の試験検査計画に関すること  2件 

食中毒防止対策に関すること 1件 

市民、食品等事業者への情報提供及び意見の交換に関すること 3件  

食品等事業者に対する自主的な衛生管理の推進に関すること 1件 

監視指導及び試験検査の実施体制に関すること 3件 

合 計 12件  

 

イ 食の安全に関する講演会 

（ア）演  題 「健康食品の正しい理解と利用方法について」 

（イ）講  師 国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所 

         国立健康・栄養研究所 情報センター 健康食品情報研究室 

研究員 佐藤 陽子（さとう ようこ）氏 

（ウ）参加人数 ３４名 

 

（３）情報提供 

市ホームページへの食品情報の掲載やリーフレット配布等により、情報提供に努めました。 

  ア ホームページ掲載（計７０回） 

   ・食品の放射性物質検査結果     ５０回 

   ・監視指導計画実施結果        ２回（概要版、詳細版） 

   ・違反者公表（食中毒事件）      ３回 

   ・食品の自主回収情報         ４回 

   ・国、県からの通知に基づく注意喚起  ９回 

   ・食品衛生夏期対策期間実施      ２回 

  イ 記者発表（資料提供） 

   ・食中毒事件             ３回 

   ・食中毒予防パレードの実施          1 回 

   ・年末特別監視の実施         １回 

  ウ 違反者の告示 

   ・食中毒事件             ３回 

エ 食中毒注意報・警報発令 

   ・食中毒注意報（7／4～9／30） 

   ・食中毒警報 （8／5～９／30） 

オ リーフレット等配布 

・監視指導計画 

    保健所他、市役所関連施設（図書館等）１４か所 

・カンピロバクター食中毒予防の普及啓発 



７ 

 

・ノロウイルス食中毒予防 

・手洗い手順 

 

７ 食品等事業者に対する自主的な衛生管理の推進 

  日常の監視指導や定期的な立入検査時、収去等の検査結果書の交付時、衛生講習会等さまざま

な機会を通じて、自主的衛生管理の重要性、食品衛生責任者等の設置、その他法令の遵守について

の普及啓発を行いました。 

また、市が委嘱した市内食品営業者等からなる食品衛生推進員が食品等取扱施設の巡回指導を実

施しました。（延べ活動人数 111 人、述べ巡回施設数 1,741 件） 

大規模食鳥処理場においては、施設等のふきとり検査を実施し、その結果を基に衛生管理指導を

行うことにより、自主的衛生管理を実施できるよう支援を行いました。 

 

 

８ 食品衛生行政に携わる人材の養成及び資質の向上等に関する事項 

（１）調査研究 

   食品衛生に関する調査研究を行い、その成果を研修会や学会等の場で発表しました。 

   また、監視指導等の結果、得られた知見や特異事例などの調査研究を行いました。 

  ア 保健所食品安全課 

No. 演題名 発表先等 

１ 
ノロウイルスを原因とする食中毒疑い調査にお

ける遺伝子解析の有用性について 
全国食品衛生監視員協議会 

 

イ 環境保健研究所健康科学課 

No. 演題名 発表先等 

１ 
牛乳及び生乳のアフラトキシンＭ１試験法の妥
当性確認について 

平成２８年度（第５５回）千葉
県公衆衛生学会 

２ 
高齢者福祉施設で発生した Salmonella 
Nagoya を原因とする食中毒事例 

平成２８年度地方衛生研究所 
全国協議会関東甲信静支部細菌
研究部会 

 

（２）職員に対する研修 

   食品衛生等に関する専門的知識や新たな検査技術の習得を図るために、内部研修を行なうと

ともに、各種学会、厚生労働省や千葉県主催の各種研修会や各種機器分析セミナーに積極的に

参加しました。 

  



８ 

 

  ア 研修会 

No. 研修会名 主催 

１ 平成２８年度生活衛生業務等担当新任職員研修 

千葉県 

２ 平成２８年度食品媒介感染症調査に係る研修 

３ 平成２８年度健康危機対策基礎研修会 

４ 食品表示法に係る研修会 

５ 平成２８年度千葉県食品衛生等関係職員研修発表会 

６ と畜場への HACCP 導入に係る研修会 

７ 平成２８年度健康危機対策研修会 

８ 平成２８年度アレルギー研修会 

９ 社会福祉施設における食中毒・感染症対策研修 

１０ 平成２８年度千葉県食肉衛生技術研修会 

１１ 平成 28 年度 HACCP に係る食品衛生監視員研修会 

１２ 平成 28 年度食品衛生等関係職員研修会 

１３ HACCP チャレンジセミナー 

１４ 平成 2８年度食品安全行政講習会 

厚生労働省 
１５ 平成 2８年度全国食品衛生監視員研修会 

１６ 平成２８年度ＨＡＣＣＰ指導者養成研修会 

１７ 平成 28 年度食鳥肉衛生技術研修会 

１８ 
全国食品衛生監視員協議会第 56 回 
関東ブロック研修大会 

横浜市 

１９ 食品衛生検査及び家庭用品に係るＧＬＰ講習会 

千葉市 ２０ 病原体等検査に係る安全管理研修会 

２１ 千葉市食品衛生研究協議会発表会 

２２ 食品衛生危機管理研修 国立保健医療科学院 

２３ 都道府県等食品表示法担当者研修 消費者庁 

２４ 
平成２８年度対米及び対 EU輸出水産食品に係る指名食

品衛生監視員養成講習会 関東信越厚生局 

２５ 総合衛生管理製造過程に関する講習会 

２６ 平成２８年度食品表示法に関する講座 
関東ブロック 

食品表示連絡会議 

２７ 希少感染症診断技術研修会 国立感染症研究所 

２８ 地方衛生研究所全国協議会衛生理化学分野研修会 地方衛生研究所全国協議会 

２９ マイクロ波前処理装置ユーザートレーニング 
マイルストーンゼネラル 

株式会社 

 

 



９ 

 

 イ 学会等 

（ア）全国市場食品衛生検査所協議会 

（イ）全国市場食品衛生検査所協議会関東ブロック協議会 

（ウ）衛生微生物技術協議会 

（エ）地方衛生研究所全国協議会関東甲信静支部細菌研究部会 

（オ）地方衛生研究所全国協議会関東甲信静支部ウイルス研究部会 

（カ）地方衛生研究所全国協議会関東甲信静支部理化学研究部会 

（キ）千葉県公衆衛生学会 

（ク）日本食品微生物学会 

（ケ）日本食品衛生学会 

（コ）全国衛生化学技術協議会 

（サ）平成２７年度厚生労働科学研究（食品の安全確保推進研究）シンポジウム 

 

８ 監視指導等の実施体制 

（１）市役所庁内関係部局との連携 

   平成８年度から、食に関係する市役所庁内各部局が食の安全確保に関する施策を総合的、効

果的に推進することを目的とした「食の安全連絡協議会」を市役所庁内に設置しており、その議

事を補佐する「食の安全連絡協議会推進部会」を毎年１回開催しています。 

平成２8 年度は、食の安全連絡協議会推進部会を 5 月 24 日に開催し、各部局が平成２7 年

度の実績及び平成２8 年度の事業計画を報告し、各事業の相互認識と共有化を図りました。 

 

（２）消費者庁及び他の関係機関との連携 

   食品衛生法に基づく表示の基準について、消費者庁の方針に従い、夏期、年末の一斉取締り

期間に適正表示等に関する監視指導及び、食品等の収去検査を実施しました。 

不適正な食品表示に関する対応を迅速かつ円滑に実施することを目的とし、千葉県内の表示

に係る関係機関からなる千葉県食品表示監視協議会が平成 20年に設置されました。 

   平成２8 年度の千葉県食品表示監視協議会は、６月８日及び 11 月 24 日の 2 回開催され、

食品表示に関する情報提供及び食品表示や監視業務に関する意見交換を行い、関係機関との連携

強化を図りました。 


